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目的　本研究では，居宅介護支援事業所（以下，事業所）の主任介護支援専門員による地域の介護
支援専門員への支援に着目し，支援の重要性の認識の度合い（重要度）と，実行している度合
い（実行度）を比較し，それらの差異を構造的に分析することにより，支援の現状を明らかに
することを目的とした。

方法　福岡県の事業所のうち，特定事業所加算Ⅰ～Ⅲを算定している526件を抽出し，そこに所属
する管理者を調査対象とした。調査方法は無記名自記式質問紙を用いた郵送調査とし，有効回
答数は276件（回収率52.5％）であった。分析は地域の介護支援専門員への支援に関する13項
目の重要度と実行度について点数化を行い，平均値と標準偏差を求めた。さらに，重要度と実
行度の平均値について相関係数を推定し，散布図により両者の関係を考察した。分析に際して
はMicrosoft Excelを使用した。

結果　重要度の平均値は「事例検討会の開催」が3.33と最も高く，次いで「研修会の開催」が3.27
と高い値を示した。一方，実行度の平均値は重要度と同様に「事例検討会の開催」が2.76と最
も高く，次いで「研修会の開催」が2.44と高値を示していた。平均値の範囲は，重要度が
2.66～3.33，実行度が1.58～2.76であった。また，13項目の重要度と実行度の平均値をプロッ
トしたところ，「重要度・実行度がともに高いグループ」「重要度・実行度がともに低いグルー
プ」の 2 つのグループに分けられた。相関係数は0.92であり，両者の間にはかなり強い相関関
係が認められた（Ｐ＜0.001）。

結論　重要度の平均値は2.66～3.33の範囲，実行度の平均値は1.58～2.76の範囲に広がり，両者の
間には相関係数0.92という相関関係が認められ，重要度の値は実行度の値と密接にかかわって
いることが示された。また，「重要度・実行度がともに高いグループ」では「事例検討会の開
催」「研修会の開催」が特に高い値を示していた。2018年度の介護報酬改定により他の法人が
運営する事業所と共同で事例検討会・研修会を開催することが特定事業所加算の算定要件と
なっており，それによって地域の介護支援専門員への支援に関する活動が促進されたことが示
唆された。

キーワード　居宅介護支援事業所，地域，主任介護支援専門員，介護支援専門員への支援，重要度，
実行度

Ⅰ　は　じ　め　に

　2000年 4 月に施行された介護保険制度は，わ

が国の高齢者介護を支えるシステムの中核と
なっている1）。その一方，わが国の高齢化率は
2021年で28.9％と世界で最も高い水準であり，
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今後も高齢化率の上昇が見込まれている。介護
保険制度の施行時から比較すると，サービス利
用者数は2021年には約149万人から約581万人，
介護給付費は約2190億円から約8007億円とそれ
ぞれ 4 倍近く増加しており，持続可能な介護保
険制度運営のあり方が求められている2）。
　介護支援専門員は，高齢者の地域生活を支え
る観点から，介護給付サービスの調整やかかり
つけ医をはじめとする医療機関との連携，地域
の多様な社会資源の活用等において中心的な役
割を果たすことが期待されている3）。
　主任介護支援専門員の法定研修では，主任介
護支援専門員には「事業所や地域の介護支援専
門員の資質向上を目指し，（介護支援専門員へ
の）指導に必要な知識や技術を身につけ指導力
を向上させるとともに，自らの実践や介護支援
専門員の指導を通じて地域づくりに参画するこ
とが求められる」ことが示されており4），主任
介護支援専門員による介護支援専門員への質の
高い支援が求められている。
　先行研究においては，居宅介護支援事業所
（以下，事業所）の主任介護支援専門員につい
て，事業所内と事業所外（地域）での役割の重
要性が指摘されており5）-7），事業所内の介護支
援専門員に対する教育的機能は果たせているも
のの，地域の介護支援専門員に対する事例検討
会や社会資源の開発等の活動は十分担えていな
いことが示されている8）。
　一方，2018年度の介護報酬改定では，特定事
業所加算の算定要件として他の法人が運営する
事業所と共同で事例検討会・研修会等を開催す
ることが追加されている。2018年度の介護報酬
改定後に調査が行われた研究では，介護報酬改
定後の2018年 8 月に主任介護支援専門員の活動
に関する調査を行い，事例検討会や研修会等を
通して地域の介護支援専門員のケアマネジメン
ト力向上を図っていることを示しており9），介
護支援専門員に対する支援の状況に変化がみら
れていることも推測される。
　2018年度以降の主任介護支援専門員の活動を
量的側面から検討した研究では，スーパービ
ジョン実践に関する研究10）11）がある。また，主

任介護支援専門員が所属する事業所内の役割に
おける研究については，既に著者が報告してい
る12）。しかし，事業所外である地域の介護支援
専門員への支援に関するものは見当たらず，
2018年度の介護報酬改定後の地域の介護支援専
門員への支援の現状について，量的側面から現
状を検討する必要があると考える。
　そのため，本研究では，重要性の認識の度合
い（以下，重要度）と，それを実行している度
合い（以下，実行度）を比較分析し，その差異
を構造的に分析することにより，主任介護支援
専門員による地域の介護支援専門員への支援に
おける現状を明らかにすることを目的とした。
　なお，本研究における介護支援専門員，主任
介護支援専門員は，事業所に所属する介護支援
専門員，主任介護支援専門員とする。

Ⅱ　研　究　方　法

（ １）　調査対象・調査方法
　2021年 1 月 1 日時点で，WAM-NET「介護
事業者情報」に登録されている福岡県の事業所
のうち，特定事業所加算Ⅰ～Ⅲを算定している
526カ所を抽出し，そこに所属する管理者を調
査対象とした。調査方法は無記名自記式質問紙
を用いた郵送調査を実施し，調査期間は2021年
3 月 1 日から 4 月30日までであった。
　質問紙の項目は，対象者の基本属性（主任介
護支援専門員資格の有無，性別，年齢，主任介
護支援専門員としての経験年数等），事業所内
の活動に関する18項目の重要度と実行度，地域
の介護支援専門員への支援に関する13項目の重
要度と実行度等であった。「重要度」は主任介
護支援専門員の介護支援専門員への支援におい
て重要と考える認識の度合い，「実行度」はそ
れを実行している認識の度合いとした。質問紙
の作成にあたっては，主任介護支援専門員の役
割を実証的に捉えた先行研究8）13），日本介護支
援専門員協会「地域包括支援センター及び居宅
介護支援事業所主任介護支援専門員の実態調査
及びあり方調査検討事業報告書」14）を参考に作
成した。
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（ ２）　分析方法
　本研究は，地域の介護支援専門員への支援の
重要度と実行度の実態と相互の関係を構造的に
分析することにより，支援の現状を明らかにす
ることを目的としている。地域の介護支援専門
員への支援に関する13の質問項目について，重
要度は「重要ではない＝ 1 点」「どちらかとい
えば重要ではない＝ 2 点」「どちらかといえば
重要＝ 3 点」「重要＝ 4 点」，実行度は「してい
ない＝ 1 点」「たいていしていない＝ 2 点」「た
いていしている＝ 3 点」「いつもしている＝ 4
点」の 4 段階で点数化し，無回答を除くすべて
のデータの平均値と標準偏差（SD）を求めた。
さらに，重要度と実行度の平均値について相関
係数を推定し，散布図により両者の関係を考察
した。分析に際してはMicrosoft Excelを使用した。

（ ３）　倫理的配慮
　調査対象者には本研究の趣旨と目的，個人情
報の保護，調査結果の公表，研究への参加は自
由意志であり，参加しない場合でも何ら不利益
を受けない旨を文書にて説明し，十分に倫理的
配慮を行ったうえで実施した。
　本調査は2021年 1 月21日に久留米大学研究倫
理委員会へ申請を行い， 2 月12日に承認を受け
た（研究番号414）。

Ⅲ　結　　　果

（ １）　回答者の属性
　送付数526件のうち，有効回答数は276件（回
収率52.5％）であった（表 1）。
　回答者は男性が72人（26.1％），女性が201人
（72.8％）と女性が 7 割以上を占めていた。年
齢は40歳代が110人（39.9％），50歳代が105人
（38.0％）と多くなっており，60歳以上が46人
（16.7％），30歳代が14人（5.1％）であった。
主任介護支援専門員としての経験年数では， 5
年以上の経験者が181人（65.6％）と， 6 割以
上を占めていた。
　保有資格では，介護福祉士が166人（60.1％）
と最も多く，次いで社会福祉士が54人（19.6％），

看護師が49人（17.8％）であった。

（ ２）　地域の介護支援専門員への支援の重要度
と実行度

　地域の介護支援専門員への支援の重要度と実
行度について，各項目の人数（％）と点数化した
平均値，標準偏差を示した（表 2）。
　その結果，重要度の平均値は「事例検討会の
開催」が3.33と最も高く，次いで「研修会の開
催」が3.27と高い値を示した。
　一方，実行度の平均値は重要度と同様に「事
例検討会の開催」が2.76と最も高く，次いで
「研修会の開催」が2.44と高値を示していた。
また，平均値の範囲は，重要度が2.66～3.33，
実行度が1.58～2.76であった。
　このように，地域の介護支援専門員への支援
の重要度と実行度では，重要度・実行度ともに
「事例検討会の開催」が最も高く，次いで「研
究会の開催」が高値を示していた。
　また，13項目の重要度と実行度の平均値をプ
ロットしたところ，おおむね右上がりの分布を
示した（図 1）。これにより，13項目は図 1に
示すようにＡ群「重要度・実行度がともに高い
グループ」，Ｂ群「重要度・実行度がともに低

表 1　基本属性（ｎ＝276）
回答者属性 人数（％）

性別
男性 72（26.1）
女性 201（72.8）
欠損値 3（ 1.1）

年齢

30歳代 14（ 5.1）
40歳代 110（39.9）
50歳代 105（38.0）
60歳以上 46（16.7）
欠損値 1（ 0.4）

主任介護支援専門員
としての経験年数

1 年未満 8（ 2.9）
1 年以上 3 年未満 43（15.6）
3 年以上 5 年未満 36（13.0）
5 年以上10年未満 100（36.2）
10年以上 81（29.3）
欠損値 8（ 2.9）

保有資格
（複数回答）

看護師 49（17.8）
准看護師 14（ 5.1）
社会福祉士 54（19.6）
精神保健福祉士 9（ 3.3）
介護福祉士 166（60.1）
歯科衛生士 9（ 3.3）
その他 28（10.1）
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いグループ」の 2 つのグループに分けられた。
　Ａ群では「事例検討会の開催」「研修会の開
催」が重要度・実行度ともに高値を示していた。
　Ｂ群では「居宅サービス計画書の作成に関す
る指導」「病院・診療所等との連携における調
整またはアドバイス」「主治医との連携におけ
る調整またはアドバイス」「地域ケア会議への
アドバイザーとしての出席」等，ケアプラン作
成や地域ケア会議への出席，関係機関との連携

における支援に関する項目等があり，重要度・
実行度ともに低値を示していた。
　相関係数は0.92であり，両者の間にはかなり
強い相関関係が認められた（Ｐ＜0.001）。

Ⅳ　考　　　察

（ １）　回答者の属性
　本調査の保有資格では，介護福祉士が60.1％

表 2　地域の介護支援専門員への支援の重要度と実行度（ｎ＝276）
（単位　人，（　）内％）

重要度 重要ではない
どちらかと
いえば重要
ではない

どちらかと
いえば重要 重要

無回答 平均値±
標準1）

偏差
（SD）

実行度 していない たいてい
していない

たいてい
している

いつも
している

①�居宅サービス計画書の作成に関す
る指導

重 12（ 4.3） 104（37.7） 119（43.1） 35（12.7） 6（2.2） 2.66±0.76

実 146（52.9） 91（33.0） 25（ 9.1） 5（ 1.8） 9（3.3） 1.58±0.74

②事例検討会の開催
重 3（ 1.1） 18（ 6.5） 138（50.0） 114（41.3） 3（1.1） 3.33±0.65

実 31（11.2） 49（17.8） 141（51.1） 46（16.7） 9（3.3） 2.76±0.87

③研修会の開催
重 4（ 1.4） 21（ 7.6） 144（52.2） 103（37.3） 4（1.4） 3.27±0.67

実 66（23.9） 53（19.2） 110（39.9） 37（13.4） 10（3.6） 2.44±1.01

④心理的サポート
重 10（ 3.6） 68（24.6） 131（47.5） 64（23.2） 3（1.1） 2.91±0.79

実 103（37.3） 105（38.0） 47（17.0） 11（ 4.0） 10（3.6） 1.87±0.85

⑤�行政との連携における調整または
アドバイス

重 7（ 2.5） 78（28.3） 145（52.5） 42（15.2） 4（1.4） 2.82±0.72

実 105（38.0） 97（35.1） 53（19.2） 12（ 4.3） 9（3.3） 1.90±0.87

⑥�サービス事業所との連携における
調整またはアドバイス

重 9（ 3.3） 88（31.9） 140（50.7） 36（13.0） 3（1.1） 2.74±0.72

実 110（39.9） 104（37.7） 42（15.2） 10（ 3.6） 10（3.6） 1.82±0.83

⑦�地域包括支援センターとの連携に
おける調整またはアドバイス

重 10（ 3.6） 85（30.8） 138（50.0） 40（14.5） 3（1.1） 2.76±0.74

実 106（38.4） 100（36.2） 51（18.5） 10（ 3.6） 9（3.3） 1.87±0.85

⑧�病院・診療所等との連携における
調整またはアドバイス

重 11（ 4.0） 70（25.4） 143（51.8） 49（17.8） 3（1.1） 2.84±0.76

実 107（38.8） 111（40.2） 41（14.9） 8（ 2.9） 9（3.3） 1.81±0.80

⑨�主治医との連携における調整また
はアドバイス

重 11（ 4.0） 72（26.1） 138（50.0） 52（18.8） 3（1.1） 2.85±0.77

実 107（38.8） 113（40.9） 39（14.1） 8（ 2.9） 9（3.3） 1.81±0.79

⑩�インフォーマルな社会資源との連
携における調整またはアドバイス

重 9（ 3.3） 64（23.2） 149（54.0） 51（18.5） 3（1.1） 2.89±0.74

実 97（35.1） 101（36.6） 60（21.7） 9（ 3.3） 9（3.3） 1.93±0.85

⑪専門的な知識が必要な場合の助言
重 5（ 1.8） 53（19.2） 146（52.9） 69（25.0） 3（1.1） 3.02±0.72

実 86（31.2） 91（33.0） 74（26.8） 16（ 5.8） 9（3.3） 2.07±0.91

⑫地域の社会資源に関する情報提供
重 5（ 1.8） 43（15.6） 149（54.0） 76（27.5） 3（1.1） 3.08±0.71

実 86（31.2） 85（30.8） 84（30.4） 12（ 4.3） 9（3.3） 2.08±0.90

⑬�地域ケア会議へのアドバイザーと
しての出席

重 9（ 3.3） 60（21.7） 135（48.9） 69（25.0） 3（1.1） 2.97±0.78

実 146（52.9） 60（21.7） 33（12.0） 26（ 9.4） 11（4.0） 1.77±1.01

注　1）�　有効回答をすべて含んだ値で算出した。なお，重要度と実行度いずれも有効なペアのみを対象としても，平均値の変化は最大で0.5％
にとどまり，結論に影響は与えない。
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と最も多く，次いで社会福祉士が
19.6％，看護師が17.8％であった。
2015年に全国の介護支援専門員に
対して実施された調査では，介護
福祉士は59.3％，社会福祉士は
11.1％，看護師は9.6％であった15）。
　近年，介護支援専門員の保有資
格は介護福祉士の割合が増加し，
看護師は減少傾向となっている。
本調査を2015年に実施された全国
調査と比較すると，社会福祉士は
8.5ポイント，看護師は8.2ポイン
ト，介護福祉士は0.8ポイント多
い割合となっていた。本調査では， 5 年以上の
主任介護支援専門員としての経験者が 6 割以上
を占めており，経験が長い主任介護支援専門員
では社会福祉士と看護師の割合は若干多く，介
護福祉士の割合は若干少なくなっていた。

（ ２）　地域の介護支援専門員への支援の重要度
と実行度の構造

　本研究では，主任介護支援専門員による地域
の介護支援専門員への支援について，重要度と
実行度の認識の相互の関係を構造的に分析しな
がら検討した。その結果，以下の点が明らかに
なった。
　 1 点目は，重要度の平均値は2.66～3.33の範
囲，実行度の平均値は1.58～2.76の範囲に広が
り，両者の間には相関係数0.92という相関関係
が認められたことである。すなわち，重要度の
値は実行度の値に影響を与えていることが示さ
れた。
　 2 点目は，13項目の重要度と実行度の平均値
をプロットしたところ， 2 つのグループに大別
された点である。図 1のＡ群は「重要度・実行
度がともに高いグループ」であり，その中でも
「事例検討会の開催」「研修会の開催」が特に
高い値を示していた。そのため，地域の介護支
援専門員への支援において「事例検討会の開
催」「研修会の開催」が特に重要であると認識
し，実践されていることが示唆された。
　また，Ｂ群は「重要度・実行度がともに低い

グループ」であり，「居宅サービス計画書の作
成に関する指導」「病院・診療所等との連携に
おける調整またはアドバイス」「主治医との連
携における調整またはアドバイス」「地域ケア
会議へのアドバイザーとしての出席」等，ケア
プラン作成や地域ケア会議への出席，関係機関
との連携における支援に関する項目等が見受け
られた。なお，「事例検討会の開催」「研修会の
開催」以外の11項目についても，重要度と実行
度それぞれの平均値には相関係数0.79という有
意な相関が認められた（Ｐ＜0.001）。
　2018年度の介護報酬改定前に行われた先行研
究では，「地域の介護支援専門員に対する事例
検討会など，スキルアップの支援」の実現度
（実行度）において「できていない」が40.0％，
「あまりできていない」が46.4％であり6），本
調査では「事例検討会の開催」の実行度は「い
つもしている」が16.7％，「たいていしてい
る」が51.1％となっていた。さらに，本調査の
「研修会の開催」についても「いつもしてい
る」が13.4％，「たいていしている」が39.9％
となっていた。すなわち，地域の介護支援専門
員に対する支援は事例検討会や研修会を通して
行われており，先行研究と比較して地域におけ
る主任介護支援専門員の活動は促進されている
状況が示された。そして，本研究においては重
要度の値が実行度の値と密接に関わっているこ
とが示唆された。

図 1　13項目の重要度と実行度の平均値
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Ⅴ　お　わ　り　に

　主任介護支援専門員による地域の介護支援専
門員への支援では，「事例検討会の開催」「研修
会の開催」が特に高い値を示していた。2018年
度の介護報酬改定では，特定事業所加算の要件
として他の法人が運営する事業所と共同で「事
例検討会の開催」「研修会の開催」を行うこと
が追加されている。そして，地域における「事
例検討会の開催」「研修会の開催」等の活動は，
2018年度の介護報酬改定前に行われた先行研
究6）と比較すると高い値を示しており，特定事
業所加算の要件となったことが活動の促進に影
響を与えたことが示唆された。
　本研究は，主任介護支援専門員による介護支
援専門員への支援における重要度と実行度を定
量化して分析し，その構造を整理したものであ
り，現状に関する知見を得る上で一定の成果を
得られたと考える。ただし，本研究の結果とな
る要因，それに関する主任介護支援専門員の認
識については言及できていない。
　今後の課題としては，本研究の結果をもとに，
主任介護支援専門員による地域の介護支援専門
員への支援のあり方を質的研究により検討し，
その現状と課題について検討したい。
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